
省エネ基準適合義務等の判断チャート

適用除外
に該当

床面積
10㎡以下の

新築・増築・改築
に該当

省エネ審査が
容易なものに

該当

Yes

No

Yes

No

Yes

No

・適合義務：なし
・建築確認での

省エネ審査・検査：なし
・省エネ適判手続：なし

・適合義務：なし
・建築確認での

省エネ審査・検査：なし
・省エネ適判手続：なし

・適合義務：あり
・建築確認での

省エネ審査・検査：なし
・省エネ適判手続：なし

・適合義務：あり
・建築確認での

省エネ審査・検査：なし
・省エネ適判手続：なし

・適合義務：あり
・建築確認での

省エネ審査・検査：あり
・省エネ適判手続：なし

・適合義務：あり
・建築確認での

省エネ審査・検査：あり
・省エネ適判手続：あり

・空調設備を要しないもの
として政令で定める用途
（屋外駐車場、畜舎等）

・文化財等
・仮設建築物

・仕様基準適合
又は

・住宅品確法の
設計住宅性能
評価書等

を活用

※２ 省エネ基準においては、省エネ計算の対象外となる室用途あり
例：工場の生産エリア、データセンターの電算機室、病院における

特殊な室用途（放射線業務を行う室など）、倉庫における冷凍室
（これらの室と一体不可分で利用される昇降機も計算対象外）

義務化の対象外 省エネ審査･検査の対象外

（仕様基準等）
省エネ適判の対象

省エネ適判の対象外

（審査省略）（確認対象外）（適用除外） （小規模工事）

法第20条※１

法第10条第1項
前段かっこ書き
令第3条※１

法第11条第1項
前段かっこ書き
（除外規定） ※１

法第11条第1項※１

※１ 法の条番号は2025年４月施行後のもの

２．省エネ基準適合義務制度に係る手続きについて 非住宅 住宅

※２

 省エネ基準適合義務の有無、省エネ基準適合に係る審査・検査の要否、省エネ適判対象の適否は用途、
規模（面積・階数）などにより決まります。

 次の判断チャートを利用して省エネ適判の要否等を確認してください。

Point

建築基準法における
一部規定確認除外

対象に該当

建築確認対象外
に該当

Yes

No

Yes

No

都市計画区域等※１外で
平屋かつ200㎡以下

法第11条第1項
（要確認特定建築行為）

法第11条第1項ただし書き
施行規則第2条

都市計画区域等※１内で
新３号建築物（平屋かつ
200㎡以下、構造不問）
であって、
建築士が設計・工事監理


